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1博士（社会科学）学位申請論文審査要旨
下石川 哲
途上国の穀物価格の安定と国際価格波及メカニズム
－サブサハラアフリカ市場に関する実証分析－
1. 本論文の概要
本論文は、途上国における穀物価格の安定化という政策課題に対して、貿易を通じた
国際価格波及に焦点を当てて、そのメカニズムの解明を試みたものである。
途上国における穀物価格の安定は、穀物へのアクセス、経済発展の基盤形成、社会秩
序の維持の観点から、長年重要な政策課題として位置付けられてきた。1980 年以降、
多くの途上国で構造調整政策を経て穀物が市場で取引されるようになり、この課題は国
内の生産動向や国内市場の形成を中心的な主題として多くの研究が見られるようにな
った。一方、今日では世界の自由貿易の潮流が進み、特に 2000年代末から穀物の国際
市場でも規模の拡大と多極化が進展し、サブサハラアフリカを中心とする途上国では穀
物の急激な輸入増加が見られる。そのため、これらの国々では、穀物価格の安定化を図
るために、輸入による国際価格波及の影響や決定要因を明らかにして、有効な政策的含
意を見出すことが益々重要な課題になっている。
このような問題意識の下、本論文は「貿易を通じて国内価格に国際価格が十分かつ速
やかに波及することで、長期的に国内価格の安定性は高まる」という仮説を設定し、国
際価格波及のメカニズムの解明を通じて仮説の妥当性を検証し、有益な政策的含意を導
き出すことを目的としている。また、この目的に沿って、2007 年以降に穀物輸入が急
増しているサブサハラアフリカの穀物市場を事例に、計量分析モデルを用いて国際価格
波及を推計し、各々の阻害要因を明らかにすることを課題に設定した。
本論文では、筆者は国際価格波及のメカニズムを分析するために、国際価格波及の種
類とその阻害要因に関する独自のフレームワークを構築した。そこでは、最初に国際価
格波及の種類を「程度」「速度」「対称性」の 3種類に区分している。先ず、「程度」は、
長期的に国際価格の変化が国内価格に波及する程度と定義される。また、「速度」は、
短期的な国際価格の変化に対して国内価格が反応する速度と定義される。さらに、「対
称性」は、国際価格の上昇局面でも下落局面でも、国際価格の変化が国内価格に波及す
る程度が均一であることと定義される。次に、国際価格波及に影響を与える要因を「貿
易コスト」「取引コスト」「市場支配力」の 3つに類型し、各々が国際価格波及に与える
影響を考察した。「貿易コスト」は運賃、関税などの定量的に把握可能な金銭的要因と
定義される。ここでは「運賃や関税などの貿易コストが高い状態では、長期的な国際価
格波及の程度が弱い」という仮説を設定し、国際価格波及の程度と貿易コストの関係を
実証することで、その妥当性を検証した。また、「取引コスト」は情報収集や交渉、駆
2け引きに伴う時間など、定量把握が困難な非金銭的な要因と定義される。ここでは、「交
渉や駆け引きに伴う取引コストが高い状態では、短期的な国際価格波及にタイムラグが
生じる」という仮説を設定し、国際価格波及の速度と取引コストの関係を実証すること
で、その妥当性を検証した。さらに、「市場支配力」は、売手または買手が市場におけ
る公平な価格競争を制限する力と定義される。ここでは、「輸入国における商品の代替
性が限られ、輸出業者による市場支配力が発揮できる状態では、国際価格波及に正の非
対称性が生じる」という仮説を設定し、国際価格波及の対称性と市場支配力の関係を実
証することで、その妥当性を検証した。最後に、国際価格波及の程度、速度、対称性に
関する計量分析結果を用いて、それぞれの価格安定性との関係について考察している。
このような実証分析から得られた結果を踏まえて、筆者は本論文の研究成果を以下の 4
点に要約している。
1点目は、輸入穀物（コメ、小麦）と自給穀物（メイズ、ミレット、ソルガム）の価
格安定性に関する考察結果である。この考察では、広大な国際市場から調達される輸入
穀物は、狭小なエリアで生産される自給穀物よりも価格安定性が高く、国際価格波及が
十分かつ速やかであればより安定性が高いことを確認した。このことから、筆者は途上
国では国際価格波及を促進することで、輸入を通じて長期的に国内価格の安定性を高め
られるという示唆を導き出している。
2点目は、貿易コストが国際価格波及の程度に与える影響の分析結果である。この分
析では、運賃の高い内陸地点や、関税が高い国では相対的に国際価格波及が弱いことを
明らかにした。この結果から、筆者は長期的な国際価格波及の程度を強めるには、国内
および近隣国間の輸送インフラの整備や、主要輸出国との自由貿易協定の推進などを通
じて、貿易コストをコントロールすることが有効であるという示唆を導き出している。
3点目は、取引コストが国際価格波及の速度に与える影響の分析結果である。この分
析では、国全体のビジネス環境が脆弱でも、穀物の取引制度が安定している国では国際
価格波及にタイムラグが生じにくいことを明らかにした。この結果から、筆者は短期的
な国際価格波及の速度を上げるには、穀物の取引制度に関する安定性を高めて、不確実
性に伴う取引コストをコントロールすることが有効であるという示唆を導き出してい
る。
4点目は、輸出業者の市場支配力が国際価格波及の対称性に与える影響の分析結果で
ある。この分析では、輸出業者が寡占状態でも、輸入国側の国内市場に商品の代替性が
あれば、輸出業者の市場支配力は顕在せず、国際価格の上昇局面と下落局面で国際価格
波及の程度に差異がないことを明らかにした。この結果から、筆者は輸出業者による市
場支配力の顕在化を抑止するには、輸入国で代替可能な多種類の穀物の流通を促進する
ことが有効であるという示唆を導き出している。
このように、本論文は、途上国の穀物価格の安定性の観点から、国際価格波及メカニ
ズムを解明した上で、貿易を通じた国際価格波及の効果を高める方策を導出している。
32. 本論文の構成
本論文の構成は以下のとおりである。
第 1章 本研究の問題意識と課題設定
1－1 穀物価格の重要性
1－2 穀物市場の形成と学術的論点
1－3 本研究の目的と課題設定
1－4 本論文の構成
第 2章 既存研究の問題と分析フレームワーク
2－1 既存の理論研究
2－2 既存の実証分析
2－3 本研究の分析フレームワークと仮説
2－4 小括
第 3章 価格波及に関する計量分析モデル
3－1 回帰分析
3－2 データの定常性
3－3 線形モデル
3－4 非線形モデル
3－5 本研究における分析プロセス
第 4章 穀物市場の需給構造
4－1 国際市場の需給構造
4－2 サブサハラアフリカの需給構造
4－3 小括
第 5章 輸入穀物と自給穀物の価格安定性
5－1 分析データ
5－2 価格水準の推移
5－3 価格安定性の指標
5－4 観察結果
5－5 小括
第 6章 国際価格波及の程度：「貿易コスト」
6－1 分析データ
46－2 貿易コスト
6－3 単位根検定
6－4 共和分検定
6－5 小括
第 7章 国際価格波及の速度：「取引コスト」
7－1 分析データ
7－2 取引コスト
7－3 調整時間
7－4 誤差修正モデル
7－5 小括
第 8章 国際価格波及の対称性：「市場支配力」
8－1 分析データ
8－2 市場支配力
8－3 閾値自己回帰モデル
8－4 小括
第 9章 本研究の成果と今後の課題
9－1 本研究の成果
9－2 今後に残された課題
付図表
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3. 各章の概要
各章の概要は以下のとおりである。
第 1章 本研究の問題意識と課題設定
第 1章では、筆者は本研究における問題意識と現状認識を提示し、研究目的の明確化
と具体的な課題設定を行った。
最初に、途上国にとって穀物価格の安定は、食料への安定アクセス、経済発展の基盤
形成、社会秩序の安定という 3つの観点から、長年重要な政策課題であることを確認し
た。次に、1980 年代以降の環境変化を踏まえて、これまでの穀物価格の安定に関する
学術的論点をレビューし、そこでは国内の生産動向や国内の市場整備などが主題であり、
5貿易による国際価格波及の影響は国際市場の拡大によって注目されつつあるものの、現
在でも十分な共通認識が得られていないことを確認した。そして、2000 年代末からサ
ブサハラアフリカをはじめとする途上国では穀物輸入が急増しており、需給構造の変化
が見られることから、国内価格の安定を図る政策を立案するには、国内動向だけでなく、
貿易を通じた国際価格波及による影響を正しく把握する意義が益々大きくなっている
ことを指摘した。
こうした考察を通じて、筆者は「貿易を通じて国内価格に国際価格が十分かつ速やか
に波及することで、長期的に国内価格の安定性は高まる」という仮説を立てて、国際価
格波及のメカニズムの解明を通じて仮説の妥当性を検証し、有効な政策的含意を導き出
すことを研究目的にした。この目的に沿って、2007 年以降、穀物輸入の急増が見られ
るサブサハラアフリカ地域の穀物市場を対象に、計量モデルを用いて国際価格波及を推
計し、その決定要因を明らかにすることを課題に設定した。
第 2章 既存研究の問題と分析フレームワーク
第 2章では、筆者は価格波及に関する既存研究をサーベイし、これらの到達点と問題
点を明らかにした上で、本研究の独自の分析フレームワークを構築した。
国際価格波及のメカニズムが未解明な主な理由として、既存研究の問題点を 3つ提示
した。1点目は、途上国の穀物価格の安定性と国際価格波及の関係に関する包括的な分
析フレームワークが確立されていない点である。そのため、国際価格波及に関する既存
の実証分析では、価格安定のための政策立案に有効な含意を導き出せていない。2点目
は、国際価格波及に影響を及ぼす要因について、金銭的要因である「貿易コスト」によ
る影響は分析されているが、非金銭的要因である「取引コスト」による影響はほとんど
実証されていない点である。途上国では、先進国に比べて制度が脆弱な分、取引コスト
は大きく、その影響を分析することは有効な政策的含意を見出すために欠かせない。3
点目は、既存研究では、途上国の穀物輸入を対象に、国際市場における国際価格波及の
対称性は実証されておらず、また「市場支配力」の源泉として売手または買手の市場集
中度以外の要因が十分考慮されていない点である。穀物輸入が急増している途上国にと
って、国際市場が市場参加者にとって公平に機能していることは、貿易を通じた価格安
定効果を得る上で極めて重要である。
これらの既存研究の問題点を踏まえて、本章では国際価格波及を程度、速度、対称性
の 3種類に区分し、貿易コスト、取引コスト、市場支配力が国際価格波及に与える影響
を考察する、独自の包括的なフレームワークを構築した。
第 3章 価格波及に関する計量分析モデル
第 3章では、筆者は時系列データに関する既存の分析モデルをサーベイし、前章の分
析フレームワークに基づく最適な計量分析手法と本論文の分析プロセスを提示した。
61980 年代の価格関係に関する実証分析では、一般的な最小二乗法による回帰分析が
多く見られる。しかし、時系列データはそのまま回帰分析を行うと「見せかけの回帰」
といわれる問題が生じやすいことが知られている。このように、価格データの回帰分析
には制約があるため、今日では最初に自己回帰モデルによってデータの定常性を確認し、
単位根過程であれば、共和分検定を通じて異なる 2つの変数の関係を明らかにすること
が一般的である。ここでは、共和分と呼ばれる係数が統計的に有意であれば、両者に長
期均衡関係が存在し、係数の値が両者の関係の程度を示す。また、両者に長期均衡関係
が存在する場合、誤差修正モデルを用いて短期的なショックによって均衡から乖離する
場合の調整速度を計量する。ここでは、誤差修正係数と呼ばれる係数が統計的に有意で
あれば、短期的な乖離は解消されて収束に向かい、係数の値が収束速度を示す。さらに
状態変化を伴う分析には、閾値自己回帰モデルを用いることで、状態変化が両者の関係
に違いをもたらすかを検証できる。
このようなサーベイを踏まえて、筆者は本論文の分析プロセスとして以下の手順を提
示した。最初にデータの単位根検定を行う。単位根過程であれば、共和分検定を行い、
共和分が統計的に有意であれば、国内価格と国際価格との間に長期均衡関係があるもの
と評価し、次に共和分の値を国際価格波及の程度の指標として評価した。さらに誤差修
正モデルによって誤差修正係数の値を推計し、国際価格波及の速度として評価した。最
後に、マージンの拡大局面と縮小局面で区分した閾値自己回帰モデルを用いて、等分散
検定の判定結果を国際価格波及の非対称性の有無の指標として評価した。
第 4章 穀物市場の需給構造
第 4章では、筆者は穀物の国際市場とサブサハラアフリカ市場の需給構造を考察し、
その特徴を明らかにした。
最初に、2007 年以降の主要穀物であるコメ、小麦、メイズの国際市場では、貿易量
の増加と共に、輸出国の分散、多極化が進んでいることを確認した。そこから、輸入国
にとって国際市場を通じた調達はより容易になっているという示唆を得た。
次に、同時期のサブサハラアフリカの市場ではコメ、小麦の輸入が急増しているが、
メイズはソルガム、ミレット同様に概ね自給しており、国際市場とは構造が異なること
を確認した。また、西アフリカでは自給穀物のメイズと輸入穀物のコメ、小麦が概ね均
等に消費されるが、東アフリカでは自給作物であるメイズの消費割合が高い傾向にある
ことを確認した。そこから、西アフリカでは輸入を通じた国際価格波及が生じやすいが、
東アフリカでは国際価格波及が限定されるという示唆を得た。
第 5章 輸入穀物と自給穀物の価格安定性
第 5章では、筆者は輸入穀物と自給穀物の価格水準の推移と価格安定性を考察し、そ
の特徴を明らかにした。
7最初に、価格データの記述統計により、サブサハラアフリカでは輸入穀物のコメの価
格は通常国際価格を大きく上回り、自給穀物のメイズも国内価格の高騰時には国際価格
を上回っていることを確認した。そこから、サブサハラアフリカには裁定取引の潜在的
機会が存在しているという示唆を得た。
次に、価格変動率の指標として対数収益率の標準偏差を算出し、種類別地域別に比較
した。その結果、輸入穀物の価格変動率は国際価格と類似しており、自給穀物よりも相
対的に低いことが明らかになった。そこから、広大な国際市場から調達することで、狭
小なエリアの生産動向に左右されるよりも、価格安定性が高まるという示唆を得た。ま
た、自給穀物の価格についても、穀物輸入の割合が高い西アフリカでは、自給中心の東
アフリカよりも相対的に安定していることが明らかになった。そこから、穀物輸入が国
全体の穀物価格の安定性に寄与するという示唆を得た。
第 6章 国際価格波及の程度：「貿易コスト」
第 6章では、筆者は国際価格波及の程度と貿易コストの影響に関する実証分析を行い、
その結果を評価した。
最初に、対象国、地点の貿易コストを運賃と関税に基づいて分類した。運賃は輸入港
からの距離、関税は最恵国待遇の対外関税率を指標として考察した。次に、共和分検定
を通じて国際価格波及の程度を推計した。その結果、種類別では、相対的に価格安定性
が高い輸入穀物では、自給穀物よりも国際価格波及の程度が強い傾向があることを確認
した。次に、輸入穀物では内陸地点でも国際価格波及が見られるが、運賃の高い地点で
は国際価格波及が弱い傾向があることを確認した。そこから、輸入港から内陸地点まで
の輸送インフラの継続開発により運賃コストを低下させることで、国際価格波及を強め
られる余地があるという示唆を得た。さらに、輸入穀物、自給穀物いずれも、関税が高
いグループでは関税が低いグループよりも国際価格波及が弱い傾向があることを確認
した。そこから、関税削減を通じて市場開放を促進すれば、国際価格波及を強められる
という示唆を得た。最後に、国際価格波及の程度の推計結果を用いて、国際価格波及の
程度が強い方が価格安定性は高いことを確認した。
第 7章 国際価格波及の速度：「取引コスト」
第 7章では、筆者は国際価格波及の速度と取引コストの影響に関する実証分析を行い、
その結果を評価した。
最初に、対象国の取引コストをビジネス環境と穀物の取引制度に基づいて類型化を行
った。ビジネス環境は世界銀行のビジネスのしやすさ指数を用いて考察した。また、穀
物の取引制度は国際機関のデータベースを基に、政策の複雑さや変更頻度から安定性を
考察した。次に誤差修正モデルを用いて、各国・地点の国際価格波及の速度を推計した。
その結果、先ず国際価格波及の調整時間は、穀物の種類、地域に関わらず、物理的な輸
8送期間を大きく超えており、取引コストの影響があることを確認した。また、穀物の取
引制度が安定している国では、不安定な国よりも国際価格波及にタイムラグが生じにく
い傾向があることを確認した。そこから、政府が穀物の取引制度を安定させることで、
国際価格波及の速度を高められる余地があるという示唆を得た。さらに、穀物の取引制
度が安定している国では、長期均衡に向けた調整は国内価格だけでなく、国際価格も均
衡に収束することを確認した。そこから、取引制度の安定化は買手となる輸入業者だけ
でなく、売手である輸出業者にも取引コストを抑制する効果があるという示唆を得た。
このことから、コメの国際市場では、サブサハラアフリカ地域は世界最大の輸入地域で
あり、その動向が国際価格にも影響を与えることが分かる。最後に、国際価格波及の速
度に関する推計結果を用いて、国際価格波及が速い方が価格安定性は高いことを確認し
た。
第 8章 国際価格波及の対称性：「市場支配力」
第 8章では、筆者は国際価格波及の対称性と市場支配力の影響に関する実証分析を行
い、その結果を評価した。
最初に、対象国を市場集中度と商品の代替性に基づき類型化した。市場集中度は、輸
出業者の売上高や上位 4社による市場占有度、輸入国の経済規模、輸入業者の輸入数量
等を考察した。商品の代替性は、輸入国の穀物に関する需要の価格弾力性と穀物輸入の
実績推移から考察した。次に、閾値自己回帰モデルを用いて、輸出業者のマージンの拡
大局面と圧縮局面に分けて、国際価格波及の対称性を検証した。その結果、多くの対処
国、地点で国際価格波及の非対称性は見られないが、商品の代替性が限られる国では輸
入玄関口となる最大都市で正の非対称性が見られ、輸出業者の市場支配力が顕在してい
ることを確認した。このことから、輸入国では、穀物輸入を通じて国内供給量の不足を
補完するだけでなく、国内市場に輸入穀物と代替可能な多様な種類の穀物を積極的に流
通させることで、輸出業者による市場支配力を抑制できる余地があるという示唆を得た。
また、輸入の玄関口で最大都市では非対称性は見られないが、遠方の内陸地点の中で非
対称性が見られるケースがあることも確認された。そのことから、国内市場においても
政府が不公正な取引を監視することが重要であるという示唆を得た。最後に、国際価格
波及の対称性に関する推計結果を用いて、国際価格波及に非対称性があっても、国際価
格波及の強い方が価格安定性は高いことを確認した。
第 9章 本研究の成果と今後の課題
結びとなる第 9章では、筆者は各章の考察、分析結果をまとめて、「貿易を通じて国
内価格に国際価格が十分かつ速やかに波及することで、長期的に国内価格の安定性は高
まる」という仮説は妥当であるとの結論を導いた。また、実証分析による結論から得ら
れた含意として、貿易による国際価格波及の利点を高めるには、輸送インフラの整備や
9自由貿易協定の推進すること、穀物の取引制度を安定させること、輸入国に多様な種類
の穀物の流通を促進することが有効であることを提示した。
最後に、今後の研究に向けて、筆者は第 3国ルートを通じた国内価格に対する国際価
格波及に関する分析、地域内の周辺国の関係が国際価格波及の阻害要因に与える影響、
輸入穀物と自給穀物の価格安定性の関係にも分析対象を拡張することを残された課題
として提示した。
4. 本論文に対する評価
途上国にとって穀物価格の安定は長年の政策課題であるが、現在でも多くの国で実現
されておらず、極めて重要性の高い課題である。このテーマに関する既存研究は、国内
の生産動向や市場形成に関する視点が主流であったが、本論文は 2000年代末から途上
国の穀物貿易の拡大に伴う需給構造が変化したことに着眼し、貿易による国際価格波及
による影響の視点からアプローチしている。そこでは、「国際価格波及が十分かつ速や
かに波及すれば、長期的に国内価格の安定効果をもたらす」という仮説を立てて、計量
モデルによる実証分析を通じて、その妥当性を明らかにしている。このように、世界的
な自由貿易の潮流の中で、途上国の穀物価格の安定という課題を国際市場の枠組みから
論じることは時機を得たものであり、斬新的かつ独創性の高いものとして評価できる。
本論文の実証分析では、予め既存の価格波及に関する理論、実証分析を丁寧にサーベ
イし、その到達点と問題点を明らかにしている。その上で、国際価格波及の種類と阻害
要因に関する独自の分析フレームワークを構築し、国内価格安定の視点から国際価格波
及のメカニズムを解明している。このような分析を通じて、輸送コストや関税障壁が国
際価格波及に与える影響だけでなく、取引コストが高い状態では国際価格波及にタイム
ラグを生じさせていることや、輸入国側の商品の代替性が高ければ、輸出業者が寡占状
態でも市場支配力は発揮されないことなど、この分野の既存研究には見られない、新た
な知見を提供しており、十分な学術的な貢献が見られる。
本論文は計 9章で、問題意識と課題設定（第 1章）、既存研究のサーベイと仮説・分
析フレームワーク（第 2 章）、計量分析モデル（第 3 章）、予備的考察（第 4－5 章）、
実証分析（第 6－8 章）、結論と今後の課題（第 9 章）という流れで構成されている。
この構成は、本論文の探求課題を論証する上で適切かつ十分である。また、論文全体で
図表 59点、付図表 8点という数に示されるとおり、穀物の需給構造や価格推移に関す
る豊富なデータや資料に依拠しながら展開されており、その論旨は明解で説得的である。
本論文の記述には、「一物一価の法則」を基礎とした計量モデルに関する専門用語や概
念が多く見られるが、その内容はいずれも適切である。抽象的な概念については本文中
に具体的な定義を明示し、必要に応じて脚注で捕捉するなど、概念把握のための配慮が
行われている。さらに、既存文献からの引用やデータ、資料の利用では、いずれも出所
が明記されており、学術論文として適切である。文献リストに関しても、参考文献に十
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分網羅されており、妥当かつ充分である。
なお、本論文は全体を通じて経済開発論と国際貿易論の関連性が高い。経済開発論で
は穀物価格の安定が工業化にとって不可欠であり、そのために国内農業の発展が重視さ
れる。一方、本論文は国内農業に依存しなくても、貿易を通じた国際価格波及によって
穀物価格の安定をもたらすことを示唆しており、新たな経済開発論の視座につながるも
のといえる。また、国際貿易論では、理論上、各国が市場開放を促進して比較優位を持
つ産業に特化すれば、全ての参加国が利点を得られる。一方、本論文は貿易が供給量の
安定確保だけでなく、長期的な価格安定性を高められることを示しており、途上国の穀
物貿易に関する利点をさらに明確にしたものといえる。もっとも、本論文の研究内容は
経済学に関するものに留まっていない。各々の課題の考察では、穀物の栄養源としての
特性、植民地からの独立以降の政治システム、地球温暖化に伴う局地的な気象変動、先
進国と途上国の国際関係、企業の事業環境の分析などの要因に配慮されており、多様な
視座からの考察が行われている。このような複眼的視点を取り入れた研究成果は学際性、
実践性を有するものとして十分評価できる。
以上のとおり、本論文は、途上国の穀物価格の安定の視点から、独自のフレームワー
クに基づき、価格データの計量分析を通じて、国際価格波及のメカニズムを解明してい
る。既存の実証研究が限られる中、この分野における新たな知見を切り開いた実証的研
究として、全体を通じて卓越性の高いものとして高く評価できる。
5. 公聴会でのコメントと質疑応答
以上のように本論文の成果は全体を通じて高く評価できるが、今後に残された課題が
ないわけではない。本論文の公聴会では審査員から以下のようなコメントがあった。
（1） 政府の市場介入には、消費者保護を目的としたものと生産者保護を目的とした
ものが見られる。今後こうした政策目的の違いにも着目し、それらが価格波及
に与える影響も分析対象とすれば、新たな発見につながる可能性はないか。
（2） 本論文で分析に用いている国内価格のデータは卸売価格をベースにしているが、
最終消費者の視点では、小売価格をベースにする方がより説得的ではないか。
（3） 本論文では価格波及と阻害要因に関して 1 対 1 の関係を分析し、興味深い結果
を得ているが、実際の価格波及には複数の阻害要因が存在することも考えられ、
このような他の要因による影響は分析しなくても良いか。
（4） 本論文の分析から観察結果は明快だが、そこから得られた示唆の中には観察結
果以外の要因も関連する場合もあると思うが、認識はいかがか。
これらのコメントに対して、公聴会では以下のような回答がなされた。
（1） 本論文では取引コストの観点から穀物の取引制度の安定性を考察し、政府によ
る政策介入の頻度や継続性に着目した。そのため、国毎あるいは時期によって
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政策介入の目的に違いがあることは認識しているが、その違いが価格波及に与
える影響は分析対象としていなかった。一方、審査員のご指摘のとおり、政策
介入の種類によって価格波及に異なる影響が見られる可能性はある。この点は
今後の研究課題としたい。
（2） 本論文では同一商品を対象に異なる 2つの市場価格に関する水平的関係を分析
の対象としている。同一商品という前提条件を満たすには、できるだけ荷姿や
加工度が同じであることが望ましく、国内価格にはその観点で国際市場との類
似性が高い卸売価格を採用した。一方、審査員のご指摘のとおり、最終消費者
の取引指標は小売価格である。そのため、同一商品の異なる市場間の水平的関
係に加えて、同一市場での卸売価格と小売価格の垂直的関係も分析する意義は
大きい。この点も今後の研究課題としたい。
（3） 本論文では各々の価格波及の種類に対して、もっとも影響が強いと思われる 1
つの要因を抽出し、その関係性について仮説を立てて妥当性を検証した。その
ことで、既存研究では十分実証されていない、「取引コスト」と価格波及の速度
の関係を明示的に取り上げることができた。一方、審査員のご指摘のとおり、1
つの価格波及の種類に対して複数の要因が存在しうることは認識している。今
後データの蓄積とともに、より高度な計量分析手法を用いることで、価格波及
の種類と複数の阻害要因の関係を解明することを検討課題としたい。
（4） 本論文の観察結果から得られた示唆に関する記述内容は、審査員のご指摘のと
おり、あくまでも含意の一側面に過ぎない。今後より説得性の高いものとし、
さらに具体的な政策提言につなげるには、各国個別の要因を分析対象に取り入
れる必要がある。この点も今後の研究課題としたい。
さて、審査委員会は、本論文に対して上述のような指摘を行ったが、それらはあくま
でも今後の研究方向の示唆であり、申請者の公聴会での回答も適切で今後の研究課題と
して十分に認識されている。審査委員会の総合的判断として、本論文は新しい知見を切
り開いた実証的研究であり、現時点での本論文の学問的貢献の価値が高いことである。
従って、われわれ審査員は全員一致で、本研究によって下石川哲氏に、博士（社会科学）
の学位を与えることを、適当と判断するものである。
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